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Ａ.研究目的 
 本研究では痙性対麻痺に対する髄腔内バクロフ
ェン（ITB：intrathecal baclofen）療法の有用性を
示すことが目的である。 
 
Ｂ.研究方法 
 多症例で ITB 療法の治療効果を実証するために、
多施設共同研究の計画を立案した。 
 ITB 療法導入済痙性対麻痺患者 50 例と ITB 療
法非導入痙性対麻痺患者 50 例において、Spastic 
Paraplegia Rating Scale（SPRS）、SF-36v2、当院
作成の症状自己評価票の３つをスコアリングする。
SPRS は、ITB 療法導入前後の治療効果を検討する
ための臨床評価において我々がこれまで評価して
きた 10 メートル歩行機能と modified Ashworth 
scale(MAS)に加えて、階段昇降、椅子からの立ち上
がり、筋力、痙縮による痛み、排尿障害などを含め
た計 13 項目からなる評価スケールであり、スコア
の高さと罹病期間や重症度との相関が報告されて
いる 1, 2)。SF-36v2 は健康関連 QOL の国際的評価
尺度であり、どのような疾病においても科学的な
信頼性と妥当性を持った QOL 評価が可能である 3)。
サブ解析として各スコアと罹病期間や ITB 療法投
与量の関連、病型毎の比較などを行う。また、当院
作成の症状自己評価票と SF-36v2 の相関の有無に
ついても検討し、自己評価票の有用性を検討する。 
 
 (倫理面への配慮) 

個人情報の取り扱いについて、山梨大学個人情報
保護規定に従って管理を行なった。 
 
Ｃ.研究結果 
 現在、研究の具体的な実施に向け、SPRS の日本
語版の作成を行なっている。完成後、全国多施設共
同研究を開始する予定である。 
 
Ｄ.考察 
 研究実施にあたり、どのように対象患者をリク
ルートするかが課題である。全国 ITB 療法実施施
設へ本研究の情報提供と協力を書面で呼びかけ、
当院ホームページへの研究情報掲載も行う予定で
ある。また、当院が事務局をしている JASPAC の
登録患者の主治医にも広く協力を呼びかけようと
考えている。ITB 療法認可後 10 年を経ており、 
HSP における本邦初のエビデンスデータとするこ
と、治療ガイドラインの作成へ繋げることを目標
に本研究を進めたいと考えている。 
 
Ｅ.結論 
 痙性対麻痺に対する ITB 療法の有用性を示すた
めに、全国多施設共同研究を開始する予定である。 
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